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【本日の論点】産業づくり

１ デジタル化と雇用のあり方

人口減少に伴い、人手不足が深刻化する中で、限られた人的資源で産業を維持・発展させるた
めには、デジタルや先端技術の活用が重要。

しかし、ＡＩやロボット等の先端技術の進展に伴い、事務職等一部の職種においては先端技術
に置き換わることで余剰が発生する一方で、専門的・技術的職業では依然として人手不足が続
くなど雇用のミスマッチが進み、さらには賃金格差も拡大するとの意見も見られるところ。

デジタル化と雇用の安定化の両立を図るためには、今後どのような取組を進めるべきか。

また、デジタル化の進展に伴い発生する高齢者等の「デジタル格差」の解消に向けて、どのよ
うな取組が必要か。

２ これからの地域産業の姿

これまで本県では、地域外から外貨を獲得する取組として、本県の強みである農林水産物を核
とした「フードビジネスの推進」や、温暖な気候を生かした「スポーツランドみやざきの展
開」に取り組んできたところ。

今後、域外からの「稼ぐ力」を高めるために、フードビジネスやスポーツランド以外の分野に
おける成長の可能性は考えられないか。

一方で、コロナ禍も相まって、地産地消を基礎とする小さな経済圏の重要性が注目されている
ところ。

特に、中山間地域など外貨を大きく稼ぐことが難しい地域において、くらしを支える経済や産
業の姿として、どのようなものが考えられるか。





企業におけるデジタル化の現状

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）

・大企業ではデジタル化が進んでいるが、中小企業では約7割が今後も予定はしていないと意識に差がある。
・業種別では、「医療・福祉」、「運輸業、郵便業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯
楽業」ではデジタル化の取組が進んでいない。
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企業におけるデジタル化の現状

・大企業、中小企業ともに地方の企業ほどデジタル化の取組が遅れている。

・デジタル化を進める上での課題として、日本では「人材不足」と回答した企業が半数を超えている。
・県内企業でのアンケートでは、「社内体制が不十分」が最も多く、次に「人材不足」が続いている。

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）

出典：「2021年9月期企業動向
アンケート調査」（みやぎん経
済研究所・宮崎県）

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）
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2020年 2021年
9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

管理的職業 1.50 2.57 2.60 2.51 2.03 2.03 1.61 1.74 1.84 1.70 1.39 2.07
専門的・技術的職業 1.58 1.62 1.69 1.75 1.78 1.83 1.81 1.59 1.55 1.60 1.71 1.80
事務的職業 0.46 0.48 0.47 0.50 0.57 0.58 0.57 0.49 0.48 0.49 0.52 0.56
販売の職業 1.23 1.37 1.43 1.47 1.47 1.56 1.53 1.51 1.45 1.47 1.58 1.53
サービスの職業 2.13 2.17 2.33 2.39 2.30 2.22 2.25 2.23 2.25 2.25 2.41 2.38
保安の職業 11.32 11.22 10.90 12.71 14.63 13.16 10.97 8.41 10.67 13.42 14.75 12.37
農林漁業の職業 1.97 2.04 2.25 2.11 1.90 1.89 1.81 1.61 1.56 1.76 1.72 1.96
生産工程の職業 1.43 1.48 1.61 1.69 1.78 1.96 1.90 1.94 2.01 2.03 2.03 2.21
輸送・機械運転の職業 1.70 1.84 1.82 1.85 1.91 1.87 1.80 1.81 1.86 1.92 1.83 1.96
建設・採掘の職業 3.15 3.27 3.50 3.47 3.04 3.40 3.61 3.09 3.05 3.12 3.66 3.33
運搬・清掃・包装等の職業 0.55 0.61 0.65 0.63 0.65 0.66 0.67 0.68 0.65 0.64 0.66 0.69

職業計 1.03 1.07 1.12 1.15 1.16 1.17 1.17 1.09 1.09 1.10 1.15 1.17

自動化技術の進展による雇用のミスマッチ拡大の可能性

・自動化技術の進展等により、自動化が進む事務職等では雇用過剰感が高まり、専門・技術職、管理職
等では労働力不足が深刻化するおそれ。雇用のミスマッチが進むと、賃金格差が拡大する可能性も。

出典：「2050年のニッポン」（みずほフィナンシャルグループ）

・すでに「事務的職業」及び「運搬・清掃・包装等の職業」では、求人倍率が１を下回っている。
・一方で、「保安の職業」や「建設・採掘の職業」は特に人手不足が深刻化している。

宮崎県内の職業別求人倍率

出典：「一般職業紹介状況」（宮崎労働局）より県作成
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総数
事務、
運搬・清掃・包装

県全体 519,210人 118,138人
宮崎市 187,229 47,892
国富町 9,836 2,039
綾町 3,687 774

日南市 23,958 5,066
串間市 8,789 1,599
都城市 77,032 17,599
三股町 11,927 2,853
小林市 22,741 4,224

えびの市 9,291 1,758
高原町 4,653 937
西都市 14,928 2,841
高鍋町 9,849 2,150
新富町 9,095 1,711

総数
事務、
運搬・清掃・包装

西米良村 550 114
木城町 2,557 505
川南町 8,271 1,403
都農町 5,074 883
門川町 8,602 1,710
延岡市 55,997 12,979
日向市 29,446 6,369
諸塚村 970 183
椎葉村 1,441 252
美郷町 2,614 384

高千穂町 6,531 1,277
日之影町 2,160 353
五ヶ瀬町 1,982 283

出典：「平成27年国勢調査」より県作成

・雇用過剰感が高まる「事務」、「運搬・清掃・包装」における本県の就業者数は11.8万人。（H27年時点）
・先端技術に置き換わっていくことによって、将来これらの職種に従事している労働者が職を失う可能性がある。

宮崎県内の就業者数

自動化技術の進展による雇用のミスマッチ拡大の可能性

・先端技術の導入により、事務等の機械化が高い職種でタスク量が減る一方で、「先端技術を導入・普及さ
せるために必要な仕事」や「先端技術を活用した新たな仕事」等のタスク量が増える可能性がある。

出典：「ICTの進化が雇用と働き方に及ぼす影響に関する調査研究報告書」（(株)野村総合研究所）
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高齢者のデジタル活用の状況

・18～59歳の8～9割がスマートフォンやタブレットを「よく利用している」または「ときどき利用している」と回答。
・一方で、年齢が上がるにつれて利用率は低下しており、60～69歳では約3割、70歳以上の高齢者では
約6割が利用していない。

・スマートフォン等を活用しない理由としては「自分の生活には必要ないと思っているから」、「どのように使えば
よいかわからないから」の順に多くなっている。

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）

5



デジタル化の進展に伴う今後の日本社会

・デジタル化の進展に伴い今後の日本社会は「今より明るくなる」もしくは「変わらない」との回答が7割を占めた。
・一方で、「今より暗くなる」と思う理由としては、「デジタル格差の発生・拡大」、「コミュニケーションや人間関係
の希薄化」などが挙げられた。

出典：「令和3年版情報通信白書」（総務省）
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「デジタル格差」の解消に向けた取組事例（都農町）

・都農町は「デジタル・フレンドリー」を宣言し、ICTなどの普及や利用促進に着手し、世代間交流や高齢者の
孤立防止などにつなげる。
・さらに、農業や医療、教育、交通などの分野でもデジタル技術を積極的に活用していく予定。

デジタル・フレンドリー推進

◆町民と行政の双方向型ポータルサイトの開設

◆全世帯がインターネットに接続できる通信環境の整備（光回線通信網整備）

◆65歳以上のみ高齢者世帯と15歳以下の子どもがいる子育て世帯すべてに

タブレット端末の無償貸与

◆若者世代による高齢者世帯への訪問、説明による円滑な利用促進支援

（『d-サロン』と称し、44自治会ごとに年4回巡回訪問）

◆多世代交流サロン『文明｜BUNMEI』にITヘルプデスクを開設

（無料でデジタル関連のことを気軽に相談可能）

出典：都農町ホームページ
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フードビジネスの主な取組と実績

出典：県産業政策課調べ

高付加価値化の推進

・ピーマン等の県産農産物の栄養や機能性に着目した商品のシリーズ化

・食の新商品コンテスト「MIYAZAKI  FOOD  AWARD」の開催

・みやざき食農連携プロジェクト（LFP）プラットフォームの設立

みやざきの食の魅力の発信と販路拡大

・本格焼酎出荷量7年連続日本一の達成に向けた焼酎カクテルのイベント

等の実施

・官能評価による宮崎ブランドポーク10銘柄の風味や特徴の表示

・アジア向け牛肉・鶏卵等の農畜水産物の輸出の伸長

生産性向上と良質な雇用の創出

・市町村と連携による地域と調和した企業への農業参入の支援

・食品製造事業者の生産現場における業務効率化や労働環境改善に向けた

現場指導の実施

・フードビジネス従事者向け人材育成研修ひなたMBA（フードビジネス部

門）の実施

新型コロナ感染拡大に対応した支援の実施

・EC等を通じて購入した県産品の送料助成やキャンペーンの実施

・コロナで変化した消費者ニーズに対応する食品製造事業者の機器導入等

への補助

・プレミアム付き食事券の発行、アクリル板等の感染対策を講じる飲食店

への補助

出典：「生産農業所得統計」(農林水産省)より県作成
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スポーツランドの発展に向けた取組

１ スポーツキャンプの合宿の受け入れ

２ 各種施設整備

（２）屋外型トレーニングセンター

国際水準のスポーツの聖地としてのブランド力向上、 「スポーツ」を柱とした本県観光の振興・経済の活
性化、県内アスリートの競技力向上などを目的として、以下の施設を整備中。

（供用開始年月：令和５年４月）

【完成イメージ図】 【整備位置図】

トライアスロンやラグビーを中心に、国内外代表合宿
を受け入れ。受入実績は国内外ともに年々増加傾
向にある。

（１）木崎浜サーフィンセンター

新型コロナの影響を受ける前においては、毎年1,000を超える団体のスポーツキャンプ・合宿を受け入れてお
り、うち、春季キャンプ・合宿の経済効果は、毎年120億円を超えている。

【スポーツキャンプ・合宿受入実績の推移（年間）】 【経済効果の推移（春季）】

※ラグビー場・サッカー場等を整備

【国内外代表チームの合宿受入実績の推移（年間）】

（単位：団体）

（供用開始年月：令和４年４月）
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出典：令和２年度食料・農業・農村の動向（農林水産省）

小さな経済圏と地域資源の高付加価値化

農山漁村発イノベーションのイメージ

小さな経済圏のイメージ

出典：農林水産政策改革の加速化に向けて（農林水産省）
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県内の取組事例
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